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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　 子会社22社は全て連結しております。

　なお、当連結会計年度より、新たに山形アキレスエアロン株式会社を設立したことにより、連

結の範囲に含めております。また、当連結会計年度より、アキレス北海道販売株式会社、アキレ

ス東北販売株式会社、アキレス新潟販売株式会社、アキレス関東販売株式会社、アキレス東日本

販売株式会社、アキレス東海販売株式会社、アキレス西日本販売株式会社及びアキレス九州販売

株式会社は清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

　 主要な連結子会社の名称

　アキレスコアテック株式会社、アキレス大阪ビニスター株式会社、ACHILLES USA,INC.、大阪

アキレスエアロン株式会社、阿基里斯（上海）国際貿易有限公司

(2) 持分法の適用に関する事項

　関連会社４社は全て持分法を適用し、適用に際しては、各社の事業年度の計算書類を使用して

おります。各社の決算日以降、連結決算日までに重要な取引はありません。

　 主要な会社等の名称

　 昆山阿基里斯人造皮有限公司

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、ACHILLES USA,INC.、ACHILLES HONG KONG CO.,LTD.、崇徳有限公司、広州

崇徳鞋業有限公司、榮新科技有限公司、阿基里斯電子材料（東莞）有限公司、阿基里斯（上海）

国際貿易有限公司、阿基里斯先進科技股份有限公司及びCENT-ENGINEERING(THAILAND)CO.,LTD.の

決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　当連結会計年度において、三進興産株式会社は、決算日を12月31日から３月31日に変更し、連

結決算日と同一となっております。なお、当該子会社の平成27年１月１日から平成27年３月31日

までの３か月分の損益については連結損益計算書を通して調整する方法を採用しており、当連結

会計年度における会計期間は15か月となっております。当該子会社の平成27年１月１日から平成

27年３月31日までの売上高は257百万円、営業利益は23百万円、経常利益は26百万円、税引前当

期純利益は26百万円であります。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

１）有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

２）デリバティブ

　 時価法

３）たな卸資産

　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

１）有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については定額法）を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採

用しております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　 建物及び構築物 ２～50年

　 機械装置及び運搬具 ２～12年

　ただし、ACHILLES USA, INC.は建物については定額法、その他固定資産は定率法を採用し

ております。

２）無形固定資産

　 定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

　 １）貸倒引当金

　売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

　 ２）ＰＣＢ廃棄物処理引当金

　「ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により処

理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備えるため、その

処理費用見積額を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 １）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、当該子会社

等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。

　 ２）ヘッジ会計の方法

　 ａ ヘッジ会計の方法

　外貨建予定取引の為替リスクのヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行っております。

　また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行ってお

ります。

　 ｂ ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

　為替予約等 　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

　 ｃ ヘッジ方針

　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引等を行っておりま

す。

　 ｄ ヘッジの有効性評価の方法

　為替予約等については、振当処理を行っているため、有効性の評価を省略しておりま

す。

　また、予定取引については、実行可能性が極めて高いかどうかの判断を行っておりま

す。

　 ３）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんは、５～10年間で均等償却しております。ただし、重要性がない場合は発生時に一

括償却しております。
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　 ４）退職給付に係る会計処理の方法

　 ａ 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

　 ｂ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。

　 ５）消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会

計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13

日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支

配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上する

とともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしまし

た。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定

による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させ

る方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44

－５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額はありません。

３．表示方法の変更

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記録債

権」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することとしております。

なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は、153百万円であります。

４．会計上の見積りの変更

(ＰＣＢ廃棄物処理引当金)

当連結会計年度において、従来引当計上していたポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物に加

え、微量ＰＣＢ廃棄物についても合理的な見積りが可能となったことから、微量ＰＣＢ廃棄物の

処理費用等の見積額を「ＰＣＢ廃棄物処理費用」として特別損失に計上しております。

これにより、従来の方法と比べて、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益が61百万円減少

しております。
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５．追加情報

(法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正)

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正

する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当連

結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消される

ものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の32.1％から、回収又は支払が見込ま

れる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.7％、平成30年４月１日以降

のものについては30.5％にそれぞれ変更されております。

この税率の変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が132百

万円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額（借方）が136百万円、その他有価証

券評価差額金が16百万円それぞれ増加し、繰延ヘッジ損益が7百万円、退職給付に係る調整累計

額が5百万円それぞれ減少しております。

６．連結貸借対照表に関する注記

(1) 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。

　当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 3,000百万円

　借入実行残高 ―百万円

　借入未実行残高 3,000百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 79,526百万円

(3) 受取手形割引高 3百万円

７．連結損益計算書に関する注記

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上してお

ります。

用途 種類 場所

遊休資産 建物及び土地 埼玉県ふじみ野市

当社グループは、管理会計上の事業区分をもとに資産のグルーピングをしております。また、

遊休資産については個別物件単位でグルーピングを行っております。

上記、埼玉県ふじみ野市の資産について、遊休状態にあり、将来の用途が定まっていないた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（129百万円）として特別損失

に計上しております。その内訳は、建物及び構築物98百万円、土地30百万円、その他0百万円で

あります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、備忘価額により評価して

おります。
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８．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 183,627,147株

(2) 配当に関する事項

① 配当金の支払

決 議 株式の種類
配当金の
総 額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 740百万円 ４円 平成27年３月31日 平成27年６月29日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成28年６月29日開催予定の定時株主総会に下記のとおり付議する予定であります。

決 議
株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 732百万円 ４円 平成28年３月31日 平成28年６月30日

９．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については

金融機関等からの借入による方針です。デリバティブ取引は、為替変動リスクを回避するため

に利用し、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関して、当社グループは、与信管理手続規定等に従い、取引先ごとの与信管

理を行い、主な取引先の信用状況を定期的に把握しております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。それらは業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価を取締役会に報告しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年内の支払期日であります。借入

金の使途は運転資金及び設備資金であります。また、営業債務や借入金は、その決済時におい

て流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成す

るなどの方法により管理しております。

デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保

を図るため、為替予約取引を行っております。為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを

有しております。なお、取引の契約先は信用度の高い金融機関に限っているため、相手先の契

約不履行によるリスクはほとんどないと認識しております。デリバティブ取引の執行・管理に

ついては、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部門が決裁権限者

の承認を得て行っております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「１．連結計算書類の作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等(4)会計方針に関する事項④その他連結計算書類の作成のた

めの基本となる重要な事項２)ヘッジ会計の方法」をご覧下さい。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

((注2）参照)。

　 （単位 百万円）
連結貸借対照表

計上額(※1)

時価(※1) 差額

① 現金及び預金 7,957 7,957 ―
② 受取手形及び売掛金(※2) 26,911 26,911 ―
③ 電子記録債権(※2) 987 987 ―
④ 投資有価証券

その他有価証券 2,440 2,440 ―
⑤ 支払手形及び買掛金 (14,589) (14,589) ―
⑥ 短期借入金 (2,315) (2,315) ―
⑦ 未払金 (3,876) (3,876) ―
⑧ 長期借入金 (3,000) (3,002) (2)
⑨ デリバティブ取引 (560) (560) ―

(※1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(※2) 受取手形及び売掛金、電子記録債権に対して計上している貸倒引当金は控除しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

① 現金及び預金、②受取手形及び売掛金、並びに③電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

④ 投資有価証券

株式の時価については、取引所の価格によっております。

⑤ 支払手形及び買掛金、⑥短期借入金、並びに⑦未払金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

⑧ 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑨ デリバティブ取引

１）為替予約等の時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定して

おります。

２）為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めております。

（注2）非上場株式及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額1,653百万円）は、市場価格がなく、かつ

将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「④投資有価証券」には含めておりません。

10．１株当たり情報に関する注記

　(1) １株当たり純資産額 237円88銭

　(2) １株当たり当期純利益 13円80銭

11．連結計算書類の連結注記表中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

１）子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

２）その他有価証券 時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

② デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法……総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産…………定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　建物 ２～50年

　機械装置 ２～12年

② 無形固定資産…………定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

１）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

２）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数 (10年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することと

しております。

③ ＰＣＢ廃棄物処理引当金

　「ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により処

理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備えるため、その

処理費用見積額を計上しております。
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(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① ヘッジ会計の方法

１）ヘッジ会計の方法

　外貨建予定取引の為替リスクのヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行っております。

　また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っており

ます。

２）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

　為替予約等 　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

３）ヘッジ方針

　外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引等を行っております。

４）ヘッジの有効性評価の方法

　為替予約等については、振当処理を行っているため、有効性の評価を省略しております。

　また、予定取引については、実行可能性が極めて高いかどうかの判断を行っております。

② 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

③ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２. 会計方針の変更

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会

計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13

日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生し

た事業年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当事業年度の期首以後実施さ

れる企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合

日の属する事業年度の計算書類に反映させる方法に変更いたします。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会

計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来

にわたって適用しております。

　なお、当事業年度において、計算書類に与える影響額はありません。

３. 表示方法の変更

(貸借対照表関係)

前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は、金額的

重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することとしております。

　なお、前事業年度の「電子記録債権」は、5百万円であります。

４. 会計上の見積りの変更

(ＰＣＢ廃棄物処理引当金)

当事業年度において、従来引当計上していたポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物に加え、微

量ＰＣＢ廃棄物についても合理的な見積りが可能となったことから、微量ＰＣＢ廃棄物の処理費

用等の見積額を「ＰＣＢ廃棄物処理費用」として特別損失に計上しております。

　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の税引前当期純利益が61百万円減少しておりま

す。
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５. 貸借対照表に関する注記

(1) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ントライン契約を締結しております。これらの契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

　当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 3,000百万円

　借入実行残高 ―百万円

　借入未実行残高 3,000百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 70,143百万円

(3) 保証債務

関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証32百万円を行っております。

(4) 受取手形割引高 83百万円

(5) 関係会社に対する短期金銭債権 3,598百万円

関係会社に対する短期金銭債務 1,761百万円

(6) 取締役、監査役に対する長期金銭債務 9百万円

６. 損益計算書に関する注記

(1)関係会社との取引高

① 営業取引による取引高

　 売上高 8,494百万円

　 仕入高 5,172百万円

② 営業取引以外の取引による取引高 3,876百万円

(2)減損損失

当期において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所

遊休資産 建物及び土地 埼玉県ふじみ野市

当社は、管理会計上の事業区分をもとに資産のグルーピングをしております。また、遊休資産

については個別物件単位でグルーピングを行っております。

上記、埼玉県ふじみ野市の資産について、遊休状態にあり、将来の用途が定まっていないた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（129百万円）として特別損失

に計上しております。その内訳は、建物98百万円、土地30百万円、その他0百万円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、備忘価額により評価して

おります。

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位 株)

当 期 首 増 加 減 少 当 期 末

自己株式

　普通株式 5,559,264 2,029,722 7,000,890 588,096

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加2,029,722株は、取締役会決議に基づく自己株式立会外買

付取引（ToSTNeT-３）によるもの2,000,000株、単元未満株式の買取によるもの29,722株であ

ります。普通株式の自己株式の株式数の減少7,000,890株は、取締役会決議に基づく自己株式

の消却によるもの7,000,000株、単元未満株式の買増請求による売渡し890株であります。
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８. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
　貸倒引当金損金算入限度超過額 26百万円
　未払賞与否認額 328百万円
　繰越欠損金 183百万円
　減損損失 192百万円
　投資有価証券評価損否認額 135百万円
　退職給付引当金否認額 1,349百万円
　退職給付信託 1,469百万円
　資産除去債務 108百万円
　繰延ヘッジ損益 172百万円
　その他 647百万円
繰延税金資産 小計 4,614百万円
評価性引当額 △780百万円
繰延税金資産 合計 3,834百万円
（繰延税金負債）
　前払年金費用 700百万円
　固定資産圧縮積立金 149百万円
　その他有価証券評価差額金 318百万円
　資産除去債務対応資産 38百万円
　その他 13百万円
繰延税金負債 合計 1,220百万円
繰延税金資産の純額 2,613百万円

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正

する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立したことに伴い、当事

業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるもの

に限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.1％から、回収又は支払が見込まれる期間

が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.7％、平成30年４月１日以降のものに

ついては30.5％にそれぞれ変更されております。

この税率の変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が129百

万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額（借方）が138百万円、その他有価証券評

価差額金が16百万円それぞれ増加し、繰延ヘッジ損益が7百万円減少しております。

９. リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具の一部については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により使用しております。
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10. 関連当事者との取引に関する注記

　 子会社
(単位 百万円)

会社等の名称 資本金
主な事業
の 内 容

議決権等の
所 有 割 合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

関東アキレスエアロン㈱ 10
産業資材
販売

100％
当 社 製 品 の 販 売
役 員 の 兼 任

産業資材製
品の販売

2,085 売掛金 751

アキレス東日本販売㈱ ―
シューズ
販売

― ―
債 権 放 棄
（注３）

1,363 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定

しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（注３）債権放棄については、アキレス東日本販売㈱の清算により行ったものであります。

11. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 205円22銭

(2) １株当たり当期純利益 12円74銭

12．計算書類の個別注記表中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

― 11 ―


